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はじめに

　いまの日本において「教育」という言葉は，ほぼ

「学校教育」と同義に用いられる場合が多い。教育

とはまずもって子どもと若者を対象とする学校の営

みであり，その前段として家庭教育の重要性が叫ば

れることはあっても，成人教育に言及されることは

ほとんどない。一般に「成人教育」という言葉は，

いまの日本において明確な輪郭を結ぶ概念ではない。

多くの日本人にとって，「成人」は教育ではなく労

働に携わり，社会人として家族を形成し，自分の子

の教育について責任をもつ存在である。それがいわ

ば「常識」というものであろう。したがって教育と

は，なかんずく公費を投じ公的な管理の下で行われ

る公教育は，子どもと若者を大人へと成長させ，労

働と家族の役割を担う社会人へと育成する学校の営

みなのである。そこに成人教育の余地はほとんど残

されていないように思われる。

　もとより日本の大人が教育とはまったく無縁だと

いうわけではない。それどころか，日本の大人たち

も実に多彩な学習活動に参加している。海外留学を

めざして英会話学校に通ったり，資格取得のために

通信教育を受講したり，あるいは教養のために公民

館の社会教育学級に参加したり，さらには放送大学

に入学したり，大学の公開講座を受講したりと，大

人のための学習機会はたくさん用意されている。だ

が，それらはいずれも個人の興味や関心にもとづい

て私的に取り組まれる営みであって，公教育として

の学校教育と並立するような，公的な性格をもつ成

人教育ではない。

　ところで，学校と社会，教育と労働とを対置し，

子ども・若者と大人との間にくっきりと線を引くこ

うした考え方は，なるほど目下の日本の常識なのだ

が，歴史的にみれば，実は比較的最近のことであり，

戦後の日本社会の産物であったことを忘れてはなら

ない。1960年以降，高度経済成長とともに高校・
大学への進学率が急上昇し，やがて大多数の若者が

高校・大学進学をめざす単線的な学校教育制度に包

摂された結果，青年期は高校・大学の入学試験を

ピークとする受験期となった。そして各学校は，「学

力」を規準として若者を選別し，労働市場へと配分

する機能を一手に引き受けることになったのである。

若者は受験競争の結果によって「進路」を能力主義

的に分岐させ，新規学卒一括採用の慣行の下，それ

ぞれの「学力」にしたがって階層的な労働市場に卒

業と同時におおむね滞りなく送り出された。そして
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若者は，かつての日本型経営による相対的な安定雇

用の下，企業内の教育研修によって一人前の働き手

となり，労働と家族の役割を担う社会人として成長

することができた。乾の言う「戦後日本型青年期」

の確立である（乾，2010）。目下の学校教育に一元
化された教育のイメージは，こうした日本型青年期

の仕組みに基づいている。

　ところが，いわゆるバブル経済崩壊後の 1990年
代後半以降，こうした仕組みの解体・再編が進み，

学校から仕事（労働）への若者の移行が不安定化し，

さらには正規雇用と非正規雇用との分断が進行し，

若者が社会人へと成長する道のりはかつてない困難

な道のりに変わった。かつて日本型経営の一つの特

徴とされた企業内の教育訓練の仕組みも併せて解

体・再編され，とくにこの時期以降に急増した非正

規雇用の労働者は，企業内の教育訓練の機会からも

排除され，将来への展望を見いだせない状況に投げ

出された。そのことは，本文でふれるように，いま

の日本において高校を中退した若者がその後どのよ

うな境遇に直面するかを考えれば，容易に想像がつ

く。従来の日本社会で想定された子ども・若者を一

人前の社会人へと育成する青年期の教育機能が，も

はや学校においても労働の場においても十全に機能

しえなくなっているのである。これらの変化は，教

育（＝学校教育）についての私たちのこれまでの固定

観念を見直し，成人教育の仕組みも含めて，教育制

度全般の再構築を進めなければならない状況に私た

ちが直面していることを意味する。

　本稿では，日本の青年期のこうした教育課題に照

らして，後期中等教育の保障を中核とするデンマー

クの成人教育および生涯学習の役割と意義について

検討し，日本の教育制度における成人教育の今後の

在り方について考える手がかりとすることを課題と

する。

１　生涯学習戦略としての成人教育

　万人のための教育と生涯学習

　日本では成人教育の輪郭が明確ではないと述べた

が，成人教育の長い伝統をもち，また公的教育費の

対 GDP比が国際的にもっとも高い教育国の一つと
して知られるデンマークでは，教育制度における成

人教育の位置づけは明確であり，重要である。とく

に EU諸国の持続的な経済発展をめざした 2000年
のリスボン戦略において，EUの統一的な教育政策
として生涯学習（lifelong learning）が掲げられて以
来，その重要性はいっそう大きくなった。生涯学習

の推進が加盟国に求められ，デンマークにおいても

従来の学校教育と成人教育とをさらに充実し，生涯

学習の包括的な機能強化をめざす戦略が策定され，

推進されることになったのである。そのための報告

書が，2007年に EU委員会に提出された『デンマー
クの生涯学習戦略――万人のための教育と生涯にわ

たる技能向上』（以下，『生涯学習戦略』）である。

　同報告書は，リスボン戦略にしたがって，グロー

バル経済における「主導的な知識社会」としてデン

マークの「競争力の強化」を図り，そのための基盤

として，「万人のための教育と生涯にわたる技能向上」

の強化をめざすものであった。そこには，当時の中

道右派政権下の市場重視の傾向が顕著にみられるも

のの，デンマークの学校教育と成人教育の豊かな伝

統を「万人のための教育と生涯にわたる技能向上」

へと発展させる点において，社会的な合意形成と責

任の共有が進んでいることを確認することができる。

目標は，「自分の能力を開花させるために，そして

自分自身と他者のために繁栄を創造するために，す

べての人びとが最善の機会を有する国」としてデン

マークを発展させ，「生涯学習が社会のあらゆる場

面で推進される」ことである（Danish Ministry of 
Education, 2007, 6f.）。
　「万人のための教育（Education for all）」という
言葉は，基礎教育の保障をめざしたユネスコの活動

でよく知られているが，ここでは就学前教育から高

等教育までの学校教育，さらに成人教育・継続教育

までを含む文字通りの生涯学習に関わる概念である。

『生涯学習戦略』の内容をみると，まず「先導的な

知識社会としてのデンマーク」の発展という生涯学

習社会の目標が確認され（1, 2節），3節では「ワー
ルドクラスの教育制度」という学校教育の目標が，

4節では「万人のための生涯にわたる技能向上」と
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いう成人教育・継続教育の目標が示されている。さ

らに 5節では「横断的取り組み」として，生涯教育
の制度全体の一貫性と透明性を高めるための方策が，

6節ではノンフォーマルな成人教育にとっての課題
が提起されている。デンマークではこの報告書が出

された後，2011年（中道左派政権へ），2015年（中
道右派政権へ）と 2度にわたる政権交代があったが，
報告書の内容は今日まで基本戦略として継承されて

おり，その実施のために一連の教育改革が進んでい

る。まずは『生涯学習戦略』を踏まえてデンマーク

の成人教育の仕組みを概観し，次節以降において，

その現代的な役割と意義について検討を進める。

　なお，日本における「生涯学習」の提唱は早く，

臨時教育審議会の答申を受けて当時の文部省社会教

育局が生涯学習局に改組されたのは，1988年のこ
とであった。さらに 2006年の新教育基本法では新
たに「生涯学習の理念」が掲げられ，生涯学習が重

要な政策目標となったが，依然として今日まで「理

念」にとどまり振興方策の検討が続いている。また，

生涯学習の概念も「国民一人一人がその生涯にわ

たって自主的・自発的に行うことを基本とした学習

活動」（中央教育審議会，2008）と定義され，個々
人の意欲と努力が前提となっており，公教育として

の視点が薄弱である。実際の振興方策の検討におい

ても制度的な検討が弱く，個人の「学ぶ意欲」や地

域社会の「啓発」に重点が置かれている。そこでは

成人教育についての言及はまったくない。それに対

してデンマークの生涯学習戦略からは，制度として

の，あるいは公教育としての成人教育および生涯学

習がなぜ，どのようにして構築されているのかをみ

ることができる。

　学校教育と３類型の成人教育

　万人のための生涯学習を支えるデンマークの教育

制度は，学校教育制度と成人教育制度（正確には，

成人教育及び継続教育）の二つの系統から成ってお

り，さらに成人教育はフォーマルとノン・フォーマ

ルに分かれる。制度の全体像は下図のとおりである。

図１　デンマークの教育制度

　　　　　出所）デンマーク成人教育協会ウェブページ，

　　　　　　　　https://www.daea.dk/themes/adult-learning-in-denmark/graph-of-danish-adult-education/
　　　　　　　　なお，本稿の内容に即して一部を修正，省略した。
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　メインストリームにあたる学校教育の制度は，お

おむね日本の制度と類似しており，9年間（希望者
には 10年生クラスもある）の義務教育としての初等・
前期中等教育（国民学校），青年教育（youth education）
と呼ばれる 3年間の後期中等教育としての高等学校
（普通高校／STX，工業高校／HTX，商業高校／HHX）
および職業教育訓練，そして高等教育としての 2年
間の職業アカデミー（短期大学），大学の学士課程 3
年，修士課程 2年，博士課程 3年から成る。後期中
等教育において高等教育をめざす 3種類の高等学校
（ギムナジウム）と，学校と職場を往復して職業資

格の取得をめざす職業教育訓練（VET）とに複線化
していることが日本との大きな違いだが，その点に

ついては後でふれる。ここでは「ワールドクラスの

教育制度」を掲げた『生涯学習戦略』によって，①

2009年から就学前の 1年間（ゼロ年生）が義務化
されて義務教育期間が 10年間になり，義務教育レ
ベルでの学力強化が図られたこと，そして後期中等

教育，高等教育については，② 2015年までに 95％
以上の若者が後期中等教育（青年教育）を修了する

こと（従来は 80％），③同じく 50％以上が高等教育
を修了すること（従来は 45％）が，目標として設
定されたことを確認しておこう。

　もう一つの系統である成人教育は，職業的成人教

育（Vocationally Adult Education），普通成人教育
（Genaral Adult Education），ノン・フォーマル成人
教育（Non-formal Adult Education）の三類型に区
分される。第 1の類型である職業的成人教育は，労
働市場に直結して職業的技能の向上をめざす在職者

を中心とする成人職業訓練プログラム（AMU）で
あり，1960年頃の急速な産業化の時期に工業化に
ともなう労働力移動に貢献する目的で制度化された。

その後も職業的成人教育は労働市場の変化にともな

い，労使双方における技能の更新や新しい技能の需

要に柔軟に対応して，半日から 6週間まで 2900も
のプログラムを擁する多彩な教育訓練の制度として

今日まで発展してきた。2001年からはそうした職
場での職業訓練の資格化が進み，在職のまま学校教

育と同等の職業資格を取得できる制度となり，後期

中等教育レベル（GVU），高等教育前期修了レベル，

学士レベル，さらに修士レベルのプログラムが制度

化された。

　第 2の類型の普通成人教育は，成人教育によって
学校教育のフォーマルな修了資格を取得する「セカ

ンド・チャンス」とされ，学校教育における教科の

能力の改善・修得をめざすプログラムである。義務

教育の基礎レベル（FVU）と義務教育修了レベル
（AVU），そして後期中等教育の修了資格を取得す
るプログラム（HF）があり，HFの修了によって中
等教育未修了者の高等教育への進学が可能となる。

第 1の類型は，職業経験を通じた能力形成を学校教
育に並ぶ同等の資格として位置づけるものだが，こ

ちらの第 2の類型は，学校教育で躓き，学校を中退
した若者が学校外の成人教育の場で学び直し，学校

教育への復帰をめざすルートである。

　フォーマルとノン・フォーマル

　これら二つ類型の成人教育は学校教育と同様に

フォーマルな教育であり，職業的成人教育は成人職

業訓練センター（AMUセンター）や各種の職業学
校において，普通成人教育は成人教育センター

（VUC）を中核機関として実施され，全国 13カ所
の成人教育・継続訓練センター（VEUセンター）に
よって統括されている。いずれも国の財政支援を受

け，参加者の授業料負担は少額であり（職業的成人

教育では雇用主が負担），さらに期間中の生活支援

のために所得補償の制度が整備され，成人教育の推

進が図られている。『生涯学習戦略』では「万人の

ための生涯にわたる技能向上」を掲げ，すべての人

びとの生涯学習への参加，なかでも「フォーマルな

教育レベルの最も低い人びと」の成人教育への参加

の必要性が強調され，参加促進のためのガイダンス

やカウンセリングの強化，事前の学習の評価制度

（既修得単位の認定に相当）の充実が進められてい

る。

　これら二つのフォーマルな成人教育のほかに，第

三の類型として，自由成人教育と呼ばれるノン・

フォーマルな成人教育がある（図 1では破線で表示。
一部がメインストリームの学校教育に含まれている

ことに注意）。その中心となるのが，日本でもかな
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り知られている国民高等学校（フォーク・ハイス

クール）である。デンマークの「精神の父」とも呼

ばれるグルントヴィの教育思想に由来する国民高等

学校は，自由成人教育の源流として 19世紀半ばに
までさかのぼる長い伝統をもち，「下から」作り上

げられたデンマークの成人教育のそもそもの起源で

ある。寄宿制の学校で共同生活をしながら「生きた

言葉」によって対話中心に行われる国民高等学校の

教育は，『生涯学習戦略』においても，デンマーク

における民主主義と社会的連帯と学習文化の創出に

寄与してきたとされた。その教育的理想の下に，イ

ヴニング・スクールやデイ・フォークハイスクール

などが生まれ，国民高等学校とともに今日の自由成

人教育を構成している。

　いずれも入学のための資格要件や試験はなく，ま

た修了による資格付与もなく，それぞれの設置者が

独立した機関として，それぞれの哲学に基づいて，

法的枠組みのなかで自由で多様な教育を行っている。

参加者の授業料については，国や自治体の限定的な

補助があるものの自己負担が中心である。グローバ

ル経済のなかで競争力の強化をめざす『生涯学習戦

略』においては，生涯学習の主たる担い手は通常の

学校教育とフォーマルな成人教育であり，デンマー

クの成人教育の源流であるノン・フォーマルな成人

教育については，フォーマルな教育との相互交流が

課題として指摘されるのみで，わずかな言及にとど

まっている。その点で国の政策的な期待は大きいと

はいえないが，国民高等学校のデータをみると，む

しろこの間の参加者数は増加傾向を続けており，国

民の自由成人教育への期待が縮小しているわけでは

ない。

２　後期中等教育の修了率95％の目標

　日本の高等学校中途退学問題

　後期中等教育の修了率 95％をめざすデンマーク
の政策について検討するにあたって，日本の高等学

校中途退学（以下，高校中退）の現状と課題を確認

することから始めよう。かつて高校中退問題は，中

退者が 10万人を超えていた 2001年頃まで不登校問

題とともに深刻な学校問題として大きく報じられて

いたが，いまの日本で高校中退が問題として取りあ

げられることはあまりない。その理由の一つは，中

退者数・中退率が統計上，このところ大きく減少し

ているからである。2000年代になって中退者数の
減少が続き，2014年には 5万人強となり，旧文部
省の全国調査が始まった 1982年以降のピークだっ
た 1990年の 12万人強に比べると，半分以下に減っ
ている。中退率（各年の在籍者中の中退者の割合）

でみると，ピークだった 2000年・2001年の 2.6％
から，2014年には 1.5％へと大幅に改善した（文部
科学省，2014）。
　この間の少子化によって高等学校の生徒数が大き

く減少したことを差し引いても，中退者数・中退率

の数値からは，日本の高校中退問題はほぼ解消され

たかのようにみえる。また，中退率のきわめて低い

数値は，そもそも日本において高校中退問題が限ら

れたごく一部の問題であるとの印象をもたせるかも

しれない。しかし，デンマークにならって後期中等

教育の修了率という点に注目すると，様相は変わっ

てくる。『学校基本調査』によって，中学校卒業者

のうち 3年後に高等学校を卒業した生徒の割合をみ
てみよう。1991年 3月の高等学校卒業者数（定時
制・通信制を含む）は 3年前の 1988年 3月の中学
校卒業者数（高校進学率は 94.5％）の 89.4％，2015
年 3月の高等学校卒業者数は 3年前の中学校卒業者
数（高校進学率は 98.3％）の 93.3％であった。いま
も 7％近くの若者が後期中等教育を修了していない
ことになる。

　それでもこの数値だけをみると，後期中等教育の

修了率 95％というデンマークの目標は，すでに日
本では目標達成の一歩手前にまで迫っていることに

なる。だが，乾の指摘を参考にして（乾，2012），
通信制課程（以下，通信制）を除いて卒業率を計算

すると，3年前の高校進学者が 3年後に高校を卒業
した割合は，1991年 3月では 93.7％，2015年 3月
では 92.3％，最新の 2016年 3月では 91.2％となる。
この数値からは高等学校の中退率がむしろ上昇傾向

にあることが考えられ，上記の調査結果とは大きく

異なる。
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　この相矛盾する二つの傾向は，全日制から通信制

への編入・転入の増加によって説明がつく。1990
年代に入って以降，高等学校の生徒数は全体として

大きく減少しているが，課程別にみると大きく減少

しているのは全日制の生徒数であり，定時制の生徒

数はおおむね現状維持，通信制の生徒数は 1990年
代半ば以降，逆に増加傾向を続けているからである。

1995年度に 15万人強であった通信制高校の生徒数
は，2016年度には 18万人強となった。全日制・定
時制から通信制への転入の場合は中退ではなく「転

校」となり，2000年以降の中退率の低下の要因に
なっている。実質的に通信制が全日制と定時制の中

退者の受け皿となり，「学び直しの場」となってい

ることがわかる（阿久澤，2015）。
　かつて高度成長の時代，通信制は，中卒で集団就

職した「金の卵」たちに働きながら高卒の資格を取

得する機会を提供する制度として，重要な役割を果

たした。その後，入学者は減少したが，不登校・高

校中退が社会問題となった 1980年代から新たな入
学者を迎えるようになり，1990年代には入学者は
増加に転じた。こうした入学者の変質に際して，通

信制高校，なかでも多様な設置形態をとる私立の通

信制高校は，編転入生の学び直しの機会を保障する

だけでなく，さらに心理的支援，社会的支援，学校

から社会への移行支援に努めてきたことを阿久津ら

の調査は明らかにした。とはいえ，同時に調査結果

からは，多様な教育実践が注目される一方で，履修

実態のない「非活動生」や高い中退率，卒業後の進

路も「進学と就職」以外の者が 4割強を占めるなど，
通信制が後期中等教育の保障という点で大きな課題

を抱えていることも明らかになっている。

　以上ように，日本の高校中退問題はピークを過ぎ

た過去の問題なのではなく，少なく見積もっても，

実質的にはいまも同世代の 1割ほどが直面する高卒
資格を取得できない若者の問題なのである。しかも，

かつて中卒労働者が「金の卵」と呼ばれた時代とは

異なり，現在では高卒の資格取得の失敗は不安定就

労や失業，貧困と直結し，現代における社会的排除

の危険と密接に繫がっていること，さらに，そうし

た貧困や排除が世代間連鎖の様相をみせていること

については，すでに多くの指摘がある（青砥，

2009）。文科省の「高等学校中途退学者の意識に関
する調査」（2011）からも，高校中退者の困難な家
庭的環境，社会的環境が浮き彫りになった。だが，

他方では，高校教育は教育を受けるに足る能力を前

提とするというかつての「適格者主義」はいまも隠

然と生き続けており，中退を自己責任とする考えは

依然として根強い。

　こうした実態を踏まえて阿久澤らは，厳しい境遇

を抱えた高校中退者への多様な支援に取り組む「通

信制高校の実践は，高校における学習権保障とは何

か，という根本的問いを投げかける」と述べている。

次項では，その根本的な問いかけを踏まえて，後期

中等教育レベルの教育訓練の実質的な保障を目標と

するデンマークの生涯学習戦略と成人教育の取り組

みについてみてゆく。

　デンマークにおける「活性化」の取り組み

　『生涯学習戦略』では，就学前教育から成人教育

まで各段階の目標が掲げられたが，なかでも後期中

等教育の修了率を 95％以上とする目標は，生涯学
習戦略全体の要となる中核的な目標だといってよい。

一般に，こうした目標値はリスボン戦略への各国の

対応のなかで設定されたものだが，デンマークの場

合，95％という目標値は，EUの統一的教育政策と
の協調のなかではじめて掲げられたわけではない。

デンマークにおいてこの目標値が最初に掲げられた

は，若者の高い失業率が続いていた1990年代の初め，
やはり「万人のための教育」を標語に掲げて取り組

まれた教育改革プログラム（1993年）においてで
あった。それは，デンマークの教育・社会政策上の

大きな転機でもあった。

　石油ショック後の 1970年代以降，デンマークに
おいても経済危機によって失業率が上昇したが，と

りわけ若者の失業率が成人以上に大きく上昇し，社

会政策上の重要課題となっていた。そして，若年失

業率が過去最高水準に達した 1990年代の初め，若
年失業と教育との強い関連性が注目されるようにな

り，若者の高失業率の要因の一つとして，同世代の

約 3分の 1が職業的ないし専門的資格を取得するこ
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となく教育を終えていた事実が指摘されたのである

（Bredgaard & Joergensen, 2000, p.10）。「万人のため
の教育」は，青年教育から退学するこの若者たちを

誰よりも対象として，若者の 95％以上が後期中等
教育を修了することをめざし，若年失業問題の解決

を図ったのである。これを画期として，デンマーク

における以後の教育政策は，雇用政策との密接な関

連の下に推進されることになった。とくに青年教育

からの退学に対する政策は若者の「活性化（activa-
tion）」と呼ばれ，その後の積極的労働市場政策の
展開のさきがけとなった。

　なかでもこの時期の政策転換の決定的な転換点と

なったのは，1996年の「若者失業対策プログラム」
の実施である。「改革全体の目的は，失業した若者，

低学歴な若者の雇用可能性を強化することであり，

彼ら彼女らを教育へと動機づけることであった」

（ibid.）。フォーマルな青年教育を修了していない
25歳以下の若者で，過去 9ヶ月のうち 6ヶ月間失業
中の者に，18ヶ月間の特別な職業教育のプログラム
が提供され，プログラムへの参加を拒否する者につ

いては失業手当を打ち切るという，強制力をもった

プログラムであった。従来の失業対策がもっぱら失

業手当の支給を中心とする消極的な政策（消極的労

働市場政策）であったのに対して，ここでは対象者

を特定して積極的に教育へと動機づけ，「活性化」

する政策が実施されたのである。その後，この政策

は対象者を若年失業者から失業者全体へと拡大する

とともに教育訓練要件をさらに厳格化し，積極的労

働市場政策として，新たな社会政策の基調となった。

そして実際にこの年を機に，デンマークの失業率は

若者も含めて大きく改善し，そのめざましい成果が

EU諸国から注目された。2000年代になると，「活
性化」を進めたデンマークの教育・雇用政策は，高

度な福祉（セキュリティ）と柔軟な労働市場（フレ

キシビリティ）を結びつけた「フレキシキュリティ」

のモデルとして，一躍脚光を浴びることになったの

である（豊泉，2008）。
　1996年以降の失業率の改善が実際に「活性化」
政策の効果であったのかどうかについては異論もあ

るが，いずれにしてもこの時期，デンマークにおけ

る緊急の政策課題としての若者失業問題はいったん

後景に退くことになった。だが，若者の失業率の改

善は青年教育からの退学率を減少させたわけではな

かった。むしろ青年教育を未修了の若者が「活性化」

政策によって青年教育への在籍を強いられた結果，

中退率はさらに上昇し，青年教育からの中退はます

ます重要な政策課題となった。そして，2000年の
リスボン戦略の後，あらためて知識社会の強化に向

けて，95％という目標値がデンマークの『生涯学習
戦略』の中核目標として設定されたのである。グロー

バル化の下で先導的な知識社会をめざすデンマーク

にとって，高いレベルの労働力は競争力と繁栄の基

盤であり，労働力の資質向上が学校教育から成人教

育までを包括する生涯学習の目標となった。「政府

のグローバル戦略は，とくに訓練と生涯にわたる技

能向上に焦点を合わせる。高いレベルの教育達成と

生涯学習の良好な機会は，強力な競争力のために，

そしてすべての人々が労働市場と社会に積極的に参

加できるために，最も重要な前提なのである」

（Danish Ministry of Education, 2007, p.7）。

　生涯学習のプロファイル・モデル

　こうして，後期中等教育の修了率を 2015年に
95％以上とする目標は，『生涯学習戦略』に位置づ
けられ，学校教育と成人教育とを包括するデンマー

クの生涯学習の仕組みの充実を図りつつ，あらため

て目標の達成が追求されることになった。そこで注

目したいのは，その際に修了率の算出にもちいられ

るデンマーク独自の「プロファイル・モデル」であ

る。プロファイル・モデルとは，ある年に義務教育

（国民学校）の 9年生（日本の中学 3年生）を卒業
した若者をコーホート（対象となる集団）として，

その後の 25年間にその若者たちがどのような教育
経路をたどるかを，その年の各教育機関等の学生の

動向（入学，退学，転学等）を基に解析・モデル化

し（プロファイル），最終的に期待される教育達成

のレベルを予測するものである。EUの統計では 25
歳時の修了率が調査対象だが，複線的な教育制度の

デンマークではさまざまな教育経路を経て後期中等

教育を修了する場合も多く，25歳時点では確定で
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きないからである。

　前掲のデンマークの教育制度（図 1）は，義務教
育修了とともに 15歳で将来が分岐する固定的な仕
組みにみえたかもしれないが，実は義務教育修了後，

実に多様な教育の行程と達成とを保障するシステム

でもある。最新の「プロファイル・モデル 2015」
では，上のようにその経路が数値で示されている

（図 2）。デンマークの教育制度を研究する立場から
すれば，このプロファイル・モデルによって，デン

マークにおける生涯学習の仕組みの実態，とくに若

者の資格取得と技能向上を達成する多様な教育経路

のプロフィール（横顔）をみることができる。

　では，「活性化」政策から 20年余り，『生涯学習
戦略』から 10年が経過した現在，95％という後期
中等教育修了率の目標は達成されたのであろうか。

図からわかるように，2015年のモデルでは義務教
育修了後の 25年後までに「少なくとも一つの青年
教育」の資格を取得していることが期待される割合

は 92.2％であり，目標の達成は見込めないというの

が結論である。とはいえ，『生涯学習戦略』が出さ

れた 2007年のモデル（図は省略）では，同じく青
年教育の修了率の期待値は 85.6％であったから，大
きく目標に接近したことも確かである。実は 2011
年の段階で 2015年の期限は 2020年まで延長されて
おり，挑戦はいまも継続中なのである。さらに

2017年の 10月には，2030年までに 25歳時点での
青年教育の修了率を 90％にするという，新たな目
標が設定された。ただしここで考えたいのは，将来

の目標値の達成のいかんではなく，2015年のモデ
ルで 92.2％の修了率がどのようにして見込まれてい
るのか，また 2007年以降，なぜ修了率の見込みが
上昇しかのか，である。

　ところで，高等教育の修了率の方は 2015年のモ
デルですでに 61.5％と見込まれており，目標値の
50％を優に越え，2007年のモデル（48.4％）から大
きく上昇した。そのことは，この間に高等教育志向

が高まり，青年教育の選択に当たって，職業資格を

めざす職業教育訓練（VET）でなく，高等教育に接

図２　プロファイル・モデル　2015
出所）デンマーク教育省のウェブページ，

　　　https://www.uvm.dk/statistik/tvaergaaende-statistik/andel-af-en-ungdomsaargang-der-forventes-at-faa-en-ud-
dannelse/profilfigurer
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続可能な高等学校（ギムナジウム）に進む傾向が強

まったことを意味する。2007年のモデルでは VET
が 38.7％，ギムナジウムが 57.7％であったが，2015
年では VETは 26.3％に減少し，ギムナジウムは
70.0％にまで増加した。ただし，図からわかるように，
ギムナジウムを経て VETに進む場合も多く（コー
ホートの 19.8％，VETの延べ在籍者の 40％以上），
最終的に在籍者の延べ数は VETが 46.6％，ギムナ
ジウムが 75.5％であり，依然として VETとギムナ
ジウムとが青年教育を 2分する経路であることに変
わりはない。その上で，それぞれの課程の開始年齢，

修了年齢，修了率を比較すると，二つの経路に大き

な違いがあることがわかる。

　2013年のデータでは，ギムナジウムの場合，課
程を開始する平均年齢は 17歳未満，修了は平均 20
歳，修了率は 85％であったのに対し，VETの場合は，
開始が平均 23歳，修了は平均 28.5歳，修了率は
53％であった（Rolls, 2014, p.17）。VETの方が開始，
修了の年齢がずっと高く，ほぼ半数が中退している

ことがわかる。日本では後期中等教育からの職業教

育訓練というと，しばしば「15歳の職業選択」と
いう早すぎる選択のイメージで語られるが，デン

マークの場合，若者が青年教育を修了して職業資格

を取得するまでには，職業教育訓練に入る前も入っ

た後も，中退を含む長期間のさまざまな経路をたど

ることになる。ギムナジウムから高等教育への経路

が比較的順調に進むのに対して，青年教育からの中

退に対する取り組みが重大な課題となるのは，主と

してこちら側の経路なのである。学校教育と並行す

るフォーマルな成人教育とノン・フォーマルな成人

教育，さらに生涯学習の仕組みが，デンマークの青

年教育にとってどのような役割や機能を果たしてい

るのかも，その経路に即してみることができる。

３　セカンド・チャンス，あるいはオルタ 

　　ナティヴとしての成人教育

　職業教育訓練（VET）と職業高校（日本）の変容

　後期中等教育からの中退，とりわけ VETからの
中退が増加した背景として，知識社会化とグローバ

ル化にともなう労働市場の変化によって，ギムナジ

ウムへの進学が若者にとって第一の選択肢になった

ことが指摘されている。C.H.クリスチャンによれば，
1960年代半ばまで義務教育を終えた若者の 45％が
VETに進み，ギムナジウムは 10％未満であった。
その後，ギムナジウムへの進学が増加を続け，1970
年代後半には VETへの進学を上回り，さらに 1980
年代後半から今日まで，その差はいっそう大きく開

いている。その結果，高等教育に直結しない VET
は「袋小路」「行き止まり」とみなされるようになり，

社会的な評価が下落するとともに志望する学生の成

績（GPA）も下位となった。さらに VETに進む学
生の社会的背景として，「親たちの低い社会・経済

的地位」も確認できるという。つまり現在のデンマー

クでは，後期中等教育におけるギムナジウムか

VETかという選択が「社会的選抜」として機能し
ているというのである。

　「この社会的選抜が，ギムナジウムと比べて，

VETにおける高い退学率の主たる原因の一つであ
る。よく知られているように，親の低い社会・経済

的地位は退学にとっての重大なリスク要因となるか

らである。デンマークの後期中等教育における早期

の進路分岐は，高等教育への進学という点において

社会的選抜を強化している。さらに社会的選抜は，

義務教育から後期中等教育の二つの進路に分岐する

際にもっぱら起こるわけではない。VETにおける
退学率の増加は，コースの修了か退学かに帰結する

過程として，社会的選抜が VETのプログラム内部
でもますます起きていることを意味している。」

（Christian, 2014, p.33-34）
　いまやデンマークでも親の社会的格差が子の教育

格差となり，社会的格差の再生産の様相を呈すると

ともに，下層ほど後期中等教育からの中退が拡大し

ている，というのである。「世界一幸福な国」とさ

れるデンマークもまた，グローバル化のなかで新自

由主義化がもたらす社会の変容と無縁ではない。だ

が，むしろここで強調したいのは，95％以上の若者
の後期中等教育の修了を掲げた 1993年以来のデン
マークの挑戦は，この社会的選抜と格差の拡大に抵

抗する一連の取り組みでもあったという点である。
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　さて，このような分析を受けて日本の高校中退問

題をふり返ると，デンマークよりもはるかに極端な

かたちで，よく似た経緯が生じていたことがわかる。

日本では 1960年代の経済成長とともに高校進学率
は急上昇したが，1970年代半ばまでは普通高校（普
通科）6割，職業高校（職業科）4割という進学者
の比率はほぼ変わらず，職業高校は普通高校と並ぶ

一定の地位を占めていた。ところが，その後は高等

教育志向の高まりとともに普通高校が第一の進路希

望となり，新設校も大部分が普通科となり，1980
年代半ばには普通高校への進学が 7割を超え，職業
高校（後に専門高校）は 3割を切り，さらに減少を
続けた。その結果，職業高校への不本意入学が増加

するとともに「普商工農」（近年では「普商工農

（普）」）といわれるような高校の序列化が進み，職

業高校および下位の普通高校での中退率が増加した

のである（志水，1985）。
　ただし，すでに述べたように，日本では中退者数

が 10万人を超えた 1990年代に不登校の増加ととも
に注目されたものの，その後は高校中退が社会問題

として深刻に受けとめられることはなかった。2000
年代に中退者数・率が大きく減少して問題がみえに

くくなっただけでなく，高校教育は「受けるに足る

資質と能力」を前提とするというかつての「適格者

主義」の影響の下で中退を自己責任とみなし，社会

問題ととらえる視点がきわめて弱かったからである。

1992年 12月に出された文部省の報告書（学校不適
応対策調査研究協力者会議報告）では，中退の原因

について，明らかに「適格者主義」を踏まえたと思

われる記述が散見される。しかし，その後さらに

10余年が経ち，雇用環境のいっそうの悪化のなか
で失業や劣悪な非正規雇用に苦しみ，貧困や社会的

排除の危機に見舞われる若者が目立つようになった。

そのなかでも，困難な家庭環境や親の社会的・経済

的地位の低さとも併せて，高校中退者の存在が近年

になってようやく注目されるようになったのである。

政府がはじめて「高校中退者の意識に関するを調査」

を実施したのは 2010年のことである。『平成 23年
版子ども・若者白書』は，その調査結果を受けて，「高

等学校中途退学者の多くが，就労，家庭環境，経済

面等において様々なハンディキャップを負っている

こと，またそのうち多くの者が将来への不安感を抱

きつつ，多様な支援を必要としていることが読み取

れ」たとした（内閣府，2011）。もはや無視できな
い現実に，ようやく政府の目が向けられたのである。

「高等学校教育の現状」に関する文科省の 2012年の
文書では，2010年実施の公立高校授業料無償化も
背景として，「いわゆる『適格者主義』について」

という見出しで，適格者主義が過去のものであるこ

とについて特に言及している。

　学校教育のセカンド・チャンス

　一方，VETをめぐる上記のような社会的変容の
なかで，デンマークでの取り組みはどのようなもの

であったのであろうか。1993年以降のデンマーク
における VET改革を跡づけた C.H.クリスチャンの
研究によると，この間のさまざまな改革は二つの目

標のジレンマにさらされてきたという。二つの目標

とは，一方では，教育における平等性を確保して後

期中等教育段階での社会的選抜を回避するために，

熟練労働者をめざす訓練だけでなく VETから高等
教育への直接的なアクセスを開くこと，他方では，

低学力層の若者の社会的包摂に寄与するために，修

了率の上昇を図りつつ VETの社会的評価の下落を
回避することであった。だが，この時期の社会的変

容の力学からすれば，いずれにおいても問題の悪循

環と深刻化をさけられないことは明らかであろう。

「VETへの進学層の抱える社会的不平等によって，
VETでは学力的に下位の生徒や社会的・心理的な
諸問題（経済，住宅，家族，疾病など）を抱えた生

徒が高い割合を占める。その状況は VETの評価を
ますます低下させ，VETへの進学に対する社会的
偏見を増大させる」。さらに，このような低学力と

低評価が職業訓練先企業の不評を買い，訓練先の縮

小につながり，訓練場所の不足のために中退者がま

すます増えている，というのである（Christian, 
ibid., p.45）。
　高等教育へのアクセスの平等性という点でも，中

退者を減らして社会的包摂に貢献するという点でも，

VETの一連の改革はかならずしも成果をあげては
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いない。だが，クリスチャンは，そのことによって

VETの意義が否定されたわけではないという。
2015年のプロファイル・モデルからわかるように，
いまも生涯教育の過程で VETを一度は選択する若
者は約半数（46.6％）に上るのである。クリスチャ
ンは，二つの目標から評価される改革の取り組みは

むしろ VETに対する教育政策の視野の狭さに起因
する問題だとして，今日の VETの意義を次のよう
に述べている。

　「VETの評価が低下しているとしても，VETの
学生の相当の部分は，それが魅力的だからという理

由でその課程を慎重に選んだのである。学生たちは，

実際的な仕事の有意味さ，授業の重要さ，教師の肯

定的な態度と学びの環境について強調する。……多

くの学生にとって，また義務教育やおそらくギムナ

ジウムで失敗を経験した一部の学生たちにとって，

VETは，教育のオルタナティヴな機会を提供して
いるのである。……結果として，VETというデン
マーク型デュアル・システムは，学校教育の伝統的

形式のなかでは成長できない若者にとって，安全

ネットの役割を果たしている。」（ibid.）
　クリスチャンの主張は VETを対象とするものだ
が，その観点を受けとめて敷衍すれば，VETとい
う安全ネットのその先に，デンマークではさらに成

人教育という安全ネットが広がっていることに気づ

くであろう。第 1節で見たように，成人教育の第 2
類型にあたる普通成人教育は，通常の学校教育の

フォーマルな修了資格を得るための「セカンド・

チャンス」だが，それは，ここでクリスチャンが安

全ネットとした VETからの中退者をも含めて，学
校教育における「失敗」を回復するプログラムでも

ある。実際，後期中等教育修了の資格取得のための

成人教育プログラム（HF）の受講者は，以前は，
後期中等教育修了レベルが要件となった保育士や看

護士などをめざす労働者女性が多数派であったが，

いまでは後期中等教育を中退した若者がますます多

数を占めているという（ibid., p.30）。義務教育修了
レベルに達していない場合には，義務教育の基礎レ

ベルのプログラム（FVU）と義務教育修了レベル
のプログラム（AVU）も用意されており，義務教

育から後期中等教育までのセカンド・チャンスが，

フォーマルな成人教育プログラムとして保障されて

いるのである。

　これらのプログラムは，デンマークの国内 30カ
所に設置されている成人教育センターですべて実施

され，各センターの自律性の下，学生の負担する少

額の授業料を除いて国費で運営されている。たとえ

ば，コペンハーゲン成人教育センター（KVUC）では，
センターの主な対象を「18歳から 30歳の成人」と
し，それぞれ多様なニーズを抱えながらも「共通し

ているのは，各自の将来の展望にとって，再スター

トするためのセカンド・チャンスが決定的に重要だ

ということである」と，センターの使命に言及して

いる。またHFのプログラムについて「主な対象は，
成熟した大人ばかりでなく若者，たとえば後期中等

教育を中退した若者である」と明記して，中退者を

ターゲットとするプログラムの趣旨を説明している

（KVUC, 2015）。デンマーク全体でみると, 2016年
に後期中等教育を修了して高等教育への資格を取得

した学生 47586人の内，HFのプログラムによる取
得は 6329人（13.3％）である（Statistics Denmark, 
2017）。成人教育センターで再スタートを切る学生は，
実際にかなりの割合に上る。

　学びのオルタナティヴ

　普通成人教育が VETからの多くの中退者にとっ
て，再スタートするためのセカンド・チャンスと

なっており，後期中等教育の修了率 95％の目標に
貢献していることをみてきた。また，1節でふれた
ように，成人教育の第 1類型にあたる職業的成人教
育では，2001年から職場での職業訓練の資格化が
進み，後期中等教育（GVU）から修士レベルまで，
在職のまま通常の学校教育と同等の職業資格を取得

できるプログラムが制度化された。この場合には，

在職経験が加味され，HFのように青年教育の資格
取得に再挑戦することなく，青年教育およびそれ以

上の資格取得が可能となる。青年教育から中退した

若者のもう一つのセカンド・チャンスといってもよ

いであろう。プロファイル・モデル 2015では，コー
ホートの 4.5％がそうしたコースをとると見込まれ
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ている。クリスチャンは「学校教育の伝統的な形式」

に合わない若者にとって，VETを教育の「オルタ
ナティヴな機会」とみなしたが，その安全ネットか

ら抜け落ちてなお，職業的成人教育の安全ネットが

用意されているのである。それは，たんにセカンド・

チャンスであるというだけでなく，伝統的な学校教

育とは異なる職場でのオルタナティブな学びとして，

フォーマルな成人教育を形成している。そして，さ

らにその先に広がっているのがノン・フォーマルな

成人教育であり，その特色は，なによりもこのオル

タナティブな学びの性格なのである。

　国民高等学校（フォーク・ハイスクール）をはじ

めとして，いまデンマークにはさまざまなノン・

フォーマル成人教育が広がっている。それらの連合

組織であるデンマーク成人教育協会（DAEA）によ
れば，若者を対象とするノン・フォーマル成人教育

は，学校教育への「橋を架ける」役割をそれぞれ自

認し，フォーマルな教育とは異なる 5つの共通の特
色があるという。「目標は，若い学習者が自分を信じ，

学習への動機を取り戻せるように勇気づけること」

である。そのためにノン・フォーマル成人教育にお

いては，①個々人の必要に応じた柔軟なコース設定

と学習者相互の責任が重視され，②人生の発展の糧

となるような魅力的な学習環境が用意される。そこ

では，③多様な経歴の教師との出会いによって学校

教育を再開する意欲を引き出す教育が行われ，④技

能の訓練と人生のための学習との一貫性が図られ，

⑤学習と統合して，学習者の生活状況全般にわたる

ガイダンスが実施される。同協会によれば「ノン・

フォーマルな成人教育は，このような理由によって，

個々の学習者とフォーマルな教育システムとの

ギャップを克服するために理想的なのである」

（DAEA's website）。
　ノン・フォーマル成人教育は若者のみを対象とす

るものではないが，その主たる対象として，フォー

マルな教育システムのなかで困難をかかえた若者の

存在があることをみた。なかでも生産学校（プロダ

クション・スクール）は，青年教育が未修了で，直

ちに青年教育を開始することのできない 25歳未満
の若者を対象とする，ノン・フォーマル成人教育学

校である。生産学校法によれば，生産学校の目的は

「学習者の人格的な成長を強化し，教育システムと

労働市場における機会を改善する」ことであり，授

業は「職業資格を付与する青年教育へと通じるよう

な技能向上を視野に」，ワークショップでの実践的

な作業と生産を基に行われる（retsinformation. dk）。
「フォーマルな教育システムとのギャップを克服す

るために理想的」とされたノン・フォーマル成人教

育の教育実践が，ここでは生産学校法によって

フォーマルに規定され，生産学校の日々の挑戦と

なっていることがわかる。図 1に示されているよう
に，もともと生産学校はノン・フォーマルな成人教

育機関だが，いまではメインストリームの青年教育

の内部に位置づけられ，オルタナティヴな学びによ

る「橋を架ける」実践が行われているのである（豊

泉，2010）。

　非線形的移行の保障

　本稿では日本の高校中退問題との比較を念頭に，

デンマークにおける後期中等教育からの「中退」に

ついて論じてきた。「中退」は英語の「ドロップ・

アウト（dropout）」の和訳であり，デンマークには
若者の後期中等教育，特に VETからのドロップ・
アウトを研究したたくさんの英語文献がある。だが，

本稿を通してみてきたのは，ドロップ・アウトする

若者のために安全ネットを多重に備えたデンマーク

の生涯学習社会であり，日本語のドロップ・アウト

の語感（広辞苑では「脱落すること」とある）とは

大きく異なるデンマークの中退者の多様な生涯学習

の経路である。その点を，ここでは学校から仕事へ

の非線形的移行の保障ととらえて，本稿のまとめと

したいと思う。

　すでに述べたように，日本では，高校中退が失業

や貧困などの社会的排除（社会からの脱落／ドロッ

プ・アウト）に直結する危険が，最近になってよう

やく指摘されるようになったばかりである。はじめ

に述べたように，それは，1960年代以降に確立し
た戦後日本型青年期が 1990年代後半から，学校に
おいても職場においても機能不全に陥った結果であ

り，総じて生じているのは，学校から仕事へと間断
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なく接続する戦後型の直線的な移行システムの危機

なのである。一方，デンマークでは，中退の原因が

教育制度の側に求められるにせよ，個人の側に求め

られるにせよ，後期中等教育の保障を目標として，

1990年代から一貫して中退者を学校と労働市場に
復帰させるための努力が続けられてきた。その背景

には，日本よりも先に欧米で顕在化した戦後型青年

期の変容があった。1970年代の石油危機以降の産
業構造の変動（脱工業化，知識社会化）によって労

働市場が高度化・流動化し，義務教育修了後に熟練

労働者をめざして職業訓練に就くという直線的な青

年期の枠組みが失われたからである。その結果，若

者の失業や貧困の危機が拡大するとともに，家庭と

学校と仕事との間を往き来するいわゆる「ヨーヨー

型」の移行期が注目されるようになったのである。

　本稿でみてきたのは，そうした変化のなかで青年

教育の修了率 95％を目標とし，成人教育の豊かな
伝統を生かしつつ，後期中等教育をすべての若者・

成人に保障しようとするデンマーク社会の取り組み

であった。いいかえれば，それは，学校から仕事へ

の非線形的移行を保障する生涯学習社会の挑戦なの

である。
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